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第２次伊賀市総合計画 次期基本計画策定方針（案） 

 

１ 策定趣旨 

 第２次伊賀市総合計画は、2014（平成 26）年に策定されました。私たちが目指す将来像「ひと

が輝く 地域が輝く伊賀市」を実現するための基本的な理念や政策を示し、概ね 10 年先を見据

えた「基本構想」と政策に基づく根幹的な施策や事業を示す「再生計画（基本計画）」で構成して

います。 

 「再生計画」は市長の任期を基本としており、第１次再生計画（2014（平成 26）年度から 2016

（平成 28）年度）では、「ムダのない財政運営」と「市民目線・市民感覚による市政」、第 2 次再

生計画（201７（平成 29）年度から 2020（令和 2）年度）では、「ガバナンスの確立」、「「市

政再生」の深化・進展」と「“誇れる伊賀市”、“選ばれる伊賀市”へ」を基軸としながら、市民、

自治組織、市民活動団体、企業、行政などあらゆる主体が連携・協力した分権型のまちづくりを推

進してきました。 

 第２次再生計画は 2020（令和２）年度で計画期間が終了することから、「基本構想」に掲げる伊

賀市の将来像の達成に向け引き続き取り組んでいくため、このたび 2021（令和３）年度から

2024（令和６）年度までの次期基本計画を策定します。 

 計画策定に当たっては、「伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を包含した計画とし、加速化

する人口減少と少子高齢化に重点的に取り組みます。 

 

2 総合計画の構成及び期間 

（１）構成 

第２次伊賀市総合計画は、「基本構想」及び「再生計画（基本計画）」で構成しています。 

（２）期間 

① 「基本構想」 2014（平成 26）年度からおおむね 10 年間 

② 「再生計画（基本計画）」  

・第 1 次再生計画     2014（平成 26）年度～2016（平成 28）年度 

   ・第 2 次再生計画     2017（平成 29）年度～2020（令和２）年度 

   ・次期基本計画            2021（令和３）年度～2024（令和６）年度 
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３ 次期基本計画策定の視点（基本的な考え方）  

 加速する人口減少による税収の減、公共施設等の老朽化に伴う維持管理経費の増加など厳しい財政

状況が続くことが予想されています。一方、テクノロジーや情報化の進展などにより、私たちの生活環

境は大きく変化しています。 

 こうした状況を確認したうえで、人口の減少を緩和し、持続可能なまちづくりを推進するため、次の

視点に配慮して計画を策定します。 

 なお、計画策定にあたっては、統計・データ等に基づく現状分析を踏まえ、明確な目標・手法を設定

し、証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ1）を目指します。 

  ① 新しい時代の流れを力に 

→「Society5.0」2時代における AI、ロボティクス、ビッグデータなど革新的技術の導入に向け

た検討を全庁的に実施します。また、「SDGｓ（持続可能な開発目標）」3の視点を取り入れ、

多様な主体と連携のもと持続可能な社会を目指した計画とします。特に、本市は市民におけ

る外国人住民の割合が高く、定住化も進んでいます。これは、人口減少が進む本市において強

みであり、大きな特長の一つであると言えます。言語や生活習慣の違いなどの課題を解決す

るという視点だけでなく、外国人住民も地域社会の一員として活躍できる多様性と包摂性の

ある社会を目指します。 

② 「来たい・住みたい・住み続けたい」伊賀市へ 

→「まち・ひと・しごと創生」の推進により、人口減少の抑制において、一定の成果はありまし

たが、今後さらに加速化する人口減少や少子高齢化に重点的に取り組むため、「伊賀市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を包含した計画とします。 

③ 新市建設計画の基本理念を次の計画へ 

→合併に際し策定され新市のまちづくりを牽引してきた新市建設計画は、2021 年度に期間を

終了します。急激な人口減少など合併時の想定を上回る社会情勢の変化への対応とともに、

地域行政のあり方や多様なニーズへの対応など行政の変革が求められています。合併後 15

年が経過した今日、新市建設計画に掲げられた「補完性の原則」などの基本理念は踏襲しつ

つ、持続可能で一体的なまちづくりのため、必要な施策を検討します。 

  ④ 現行計画の検証 

 →第 2 次再生計画及び伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理による評価及び実績

を検証し、これまでの進捗状況や課題を的確に把握することで計画の実効性を高めます。 

                                                   
1 Evidence Based Policy Making（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）の略。政策の企画

をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に

基づくものとすること 
2 ビッグデータを踏まえた人工知能（ＡＩ）やロボットが今まで人間が行っていた作業や調整を代行・支

援するため、日々の煩雑で不得意な作業などから解放され、誰もが快適で活力に満ちた質の高い生活を送

ることができる社会（超スマート社会）の実現に向けた一連の取組み 
3 Sustainable Development Goals の略。2015 年９月の国連サミットで採択されたもので、「誰一人

取り残さない」持続可能な多様性と包摂性のある社会の実現のため 2030 年を年限とする 17 の国際目標 
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4 策定体制  

 （１）庁内体制 

 伊賀市総合計画等策定本部設置要綱に基づき、必要な調査検討及び計画案の策定を行うため、以

下の組織を設置します。 

① 伊賀市総合計画等策定本部（本部長：市長） 

  ・計画案の策定に関すること     

  ② プロジェクトチーム（リーダー：企画振興部長） 

   ・調査研究及び計画素案等の策定に関すること 

  ③ 部会（部会長：プロジェクトチーム員） 

   ・調査研究及び計画素案等の策定作業に関すること 

（２）総合計画審議会 

伊賀市総合計画審議会条例に基づき、市長は、計画の策定に関して総合計画審議会に諮問し、答申

を受けます。 

（３）住民自治協議会 

  伊賀市自治基本条例に基づき、市長は、計画の策定に関して住民自治協議会に諮問し、答申を受け

ます。 

（４）議会 

  中間案を議員全員協議会において報告し、最終案を市議会に提案し議決を受けます。 

（５）市民 

  計画の策定にあたっては、市民の意向が直接反映されるよう、十分な手段を講じます。 

  ① 公募市民委員の起用（総合計画審議会） 

  ② 市民アンケート（まちづくりアンケート）の活用 

  ③ パブリックコメントの実施（中間案） 

  ④ タウンミーティングの実施（中間案） 
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５ スケジュール 
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